１　事務事業執行概要
　
全グループ
１　予算編成　

府財政は、昨年の円高等の影響により、府税収入全体として伸びが一服する中、義務的に負担する社会保障関係経費が増加し続けており、今後も多額の財源不足を生じる見通しであるなど、引き続き厳しい状況にある。

このような状況を踏まえ、「当面の財政運営の取組み（案）」に掲げた歳入確保・歳出見直しなどの具体化を図るとともに、「府政運営の基本方針2017」を踏まえ、「豊かな大阪」を実現していくため、大阪の成長を促し、府民の安全・安心を確保する施策に、限られた財源を重点的に配分した。

地方自治法第２１１条、第２１８条第２項

２　予算配当
歳出予算について、科目及び金額を定めて、部局長等に対し、定期又は臨時に配当を行った。大阪府財務規則第１２条

３　予備費充当
予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、部局長等からの要求により、額を決定のうえ部局長等に通知した。

大阪府財務規則第１７条

（別表　１　予備費充当額調　１１頁）
総務グループ
１　府議会に関する事務

(1)　平成２８年５月定例会

会　　期　　　５月２４日～６月１０日

提出議案の議決状況

	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案
平成２８年度大阪府一般会計補正予算（第１号）の件ほか１件
２　事件議決案
工事請負契約締結の件（都市計画道路止々呂美吉川線（仮称）いずま谷川橋梁上部工事）ほか１０件
３　条　例　案
大阪府青少年健全育成条例一部改正の件ほか７件
４　人事案件
大阪府監査委員の選任について同意を求める件
５　報告
(1)専決処分の報告

ア　大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例一部改正の専決処分の件ほか２件
イ　府営住宅明渡請求に関する訴えの提起の専決処分の件ほか８件
(2)予算繰越しの報告

平成２７年度大阪府一般会計予算繰越明許費繰越計算書報告の件ほか５件

(3)その他
大阪府国民保護計画の変更の件

	原案どおり可決
原案どおり可決

原案どおり可決

同　　　　　意

承　　　　　認
議　決　不　要

議　決　不　要
議　決　不　要


(2)　平成２８年９月定例会

会　　期　　　９月２７日～１２月２０日

提出議案の議決状況

	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案
平成２８年度大阪府一般会計補正予算（第３号）の件ほか５件

２　事件議決案
(1) 土地改良事業の施行に伴う負担金変更の件ほか３９件

(2) 大阪府市港湾局の共同設置に関する件ほか２件

３　条　例　案
(1) 大阪府国民健康保険運営協議会条例制定の件ほか３４件

(2) 大阪府市港湾委員会条例制定の件ほか２件

４　人事案件
　　大阪府教育委員会委員の任命について同意を求める件ほか３件

５　報告
(1)専決処分の報告

ア　母子父子寡婦福祉資金貸付金返還請求に関する調停に代わる決定の専決処分の件ほか１件
イ　府営住宅明渡請求に関する訴えの提起の専決処分の件ほか２０件
(2) 一般会計・特別会計・企業会計決算の報告

平成２７年度大阪府一般会計決算報告の件ほか１７件

(3) 基金運用状況の報告

平成２７年度用品調達基金運用状況報告の件ほか１件

(4) 財政健全化指標の報告

平成２７年度決算に基づく健全化判断比率報告の件ほか１件

(5) その他
地方自治法第２２１条第３項の法人の経営状況報告の件ほか１１件

	原案どおり可決

原案どおり可決

閉会中継続審査
原案どおり可決

閉会中継続審査
同　　　　　意

承　　　　　認
議決不要
認　　　　　定

議決不要
議決不要
議決不要



(3)　 平成２９年２月定例会

会　　期　　　２月２４日～３月２４日

提出議案の議決状況

	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案
(1) 平成２９年度大阪府一般会計予算の件ほか１件
(2) 平成２９年度日本万国博覧会記念公園事業特別会計予算の件ほか

１５件

(3) 平成２８年度大阪府一般会計補正予算（第６号）の件ほか１３件
２　事件議決案
土地改良事業の施行に伴う負担金徴収の件ほか４６件

３　条例案
ＩＲ推進局の職員の給与の額の特例に関する条例制定の件ほか５６件

４　人事案件
大阪府収用委員会委員の任命について同意を求める件

５　報告
(1) 専決処分の報告

府営住宅明渡請求に関する訴えの提起の専決処分の件ほか１３件

(2) その他
　　  債権放棄報告の件（福祉部所管債権）ほか３件

	訂正案可決
原案どおり可決

原案どおり可決

原案どおり可決

原案どおり可決

同　　　　　意

議　決　不　要

議　決　不　要




財政企画グループ
１　府財政の健全化に関する事務
「大阪府財政運営基本条例」及び「行財政改革推進プラン（案）」に基づく取組みの推進を図るため、関係室課等との連絡調整を行った。
　　　
２　公共施設等整備基金に関する事務
基金の積立て及び処分に関すること

地方自治法第２４１条
大阪府基金条例　
（別表２　公共施設等整備基金の状況　１２頁）
３　財政調整基金に関する事務

基金の積立て及び処分に関すること

地方自治法第２４１条

大阪府基金条例
（別表３　財政調整基金の状況　１４頁）
交付税グループ
１　地方交付税及び地方特例交付金関係事務
(1)　地方交付税（震災復興特別交付税を含む。）及び地方特例交付金の算定に用いる資料の

作成及び提出

普通交付税・地方特例交付金
平成２８年４月～２８年７月

（別表４　地方交付税及び地方特例交付金について　１６頁）

特別交付税
平成２８年７月～２９年３月
(2)  地方交付税制度の改善に関する要望書等の作成事務
「地方交付税法第１７条の４に基づく意見の申出」を作成し、総務大臣へ提出

（平成２８年９月）
財務調査グループ　
１　大阪府財政事情の公表事務
大阪府の歳入歳出予算の執行状況、府民の負担の状況並びに財産、府債及び一時借入金の現在高、公営企業の業務の状況その他財政状況に関する事項を公表

第１回
平成２８年６月３０日
第２回

平成２８年１２月２８日

地方自治法第２４３条の３

地方公営企業法第４０条の２

大阪府財政運営基本条例第２２条

大阪府まちづくり促進事業条例第７条

大阪府中央卸売市場事業条例第６条

２　普通会計及び企業会計財政状況等の報告事務

普通会計及び企業会計の予算、決算、資産、公共施設の状況等を総務省に報告

総務省への報告義務
地方自治法第２５２条の１７の５第１項

３　健全化判断比率及び資金不足比率の報告事務

平成２７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率を議会に報告し、公表

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

４　全会計財務諸表及び連結財務諸表の公表事務

平成２７年度決算に基づく全会計財務諸表及び連結財務諸表を作成し、公表

大阪府財政運営基本条例第２５条第５項及び同条第６項

公債管理グループ
１　府債に関する事務
　　財政融資資金、地方公共団体金融機構資金や銀行等引受債、市場公募債等の府債に関すること（起債及び償還を除く）
地方自治法第２３０条
大阪府公債条例
大阪府財政運営基本条例
２　公債管理特別会計の総括事務

公債管理特別会計の予算に関すること
　 大阪府特別会計条例
（別表５　公債管理特別会計執行額調書　１８頁）
３　減債基金に関する事務

基金の積立て及び処分に関すること
　 地方自治法第２４１条
　 地方財政法第４条の３、４
　 大阪府基金条例
　 大阪府財政運営基本条例
（別表６　減債基金の状況　２０頁）
４　宝くじ発行に関する事務
全国都道府県・指定都市の共同発売による全国自治宝くじ並びに近畿６府県４指定都市の共同発売による近畿宝くじの発売及び収益金等の収入
　　地方財政法第３２条

　　当せん金付証票法
公債企画グループ
１　府債に関する事務
予算に定められた限度額の範囲内における財政融資資金、地方公共団体金融機構資金の借入れ及び銀行等引受債、市場公募債の発行並びに償還計画に基づく元利金の支払いに関すること
地方自治法第２３０条
大阪府公債条例
大阪府財政運営基本条例
２　資金計画及び運用に関する事務

歳計現金、歳入歳出外現金及び基金に属する現金にかかる資金計画の作成及び運用に関すること

地方自治法第２３５条の４及び第２４１条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	区分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	運用収益
	241,547
	111,491
	48,465


３　一時借入金に関する事務
予算に定められた限度額の範囲内における一時借入金の借入れ及び償還に関すること
地方自治法第２３５条の３
（別表７　一般会計資金表　２２頁）
４　指定金融機関等に関する事務
指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関の指定並びに契約に関すること
地方自治法第２３５条第１項
（別表８　指定金融機関等の状況　２４頁）　　　　
収支改善プロジェクトチーム
１　収支改善方策の検討に関する事務
将来の収支見通しにおいて多額の収支不足が見込まれるとともに、財政調整基金の枯渇により29年度の予算編成が極めて厳しいと予想されたことから、対策の検討を行い、「当面の財政運営の取組み（案）」として取りまとめ、28年10月に公表した。
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